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令和７（2025）年度  雇用保険料率のご案内

令和7年4月1日から
高年齢雇用継続給付の支給率を変更します

令和7年4月1日から
高年齢雇用継続給付の支給率を変更します

令和7年4月1日から
高年齢雇用継続給付の支給率を変更します

＜令和７年度の雇用保険料率＞

（枠内の下段は令和５年４月～令和７年３月の雇用保険料率）

負担者

事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

②
①＋②

雇用保険料率
事業主負担 失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇用保険二事業
の保険料率

一般の事業

（令和６年度）

農林水産・
清酒製造の事業

（令和６年度）

建設の事業

（令和６年度）

※

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事業については
一般の事業の率が適用されます。

（太字は変更部分）

令和７（2025）年４月１日から令和８（2026）年３月31日までの
雇用保険料率は以下のとおりです。　
・失業等給付等の保険料率は、労働者負担・事業主負担ともに
5.5/1,000に変更になります（農林水産・清酒製造の事業及び
建設の事業は6.5/1,000に変更になります。）。　
・雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、引き続き
3.5/1,000です（建設の事業は4.5/1,000です。）。

60歳到達等時点に比べて賃金が75％未満に低下した状態で働き
続ける60歳以上65歳未満の一定の一般被保険者の方に支給される
給付です。
令和7年4月1日以降支給率が変わります。

高年齢雇用継続給付とは

令和7年4月1日以降に60歳に達した日（その日時点で被保険者であった期間が5年以上
ない方はその期間が5年を満たすこととなった日）を迎えた方が対象となります。

対象の方

令和7年4月1日以降の支給率

64％以下(61％以下）

64％超75％未満
(61％超75％未満）

75％以上 不支給

各月に支払われた賃金額の10%(15%)
各月に支払われた賃金額の10%(15%)から０%
の問で、賃金の低下率に応じ、賃金と給付額の合計
が75％を超えない範囲で設定される率

所報

かなはら 令和７年

No.814

４月



－２－ －３－

□ 育児休業等給付には、出生時育児休業給付金、育児休業給付金、
出生後休業支援給付金、育児時短就業給付金があります。

□ 出生後休業支援給付金
出生時育児休業給付金または育児休業給付金の支給を受ける者が、一定の要件を満たした場合に
上乗せで支給される給付金

保育所等の利用を申し込んだものの、当面入所できないことについて、市区町村の
発行する入所保留通知書などにより確認していました。

2025年4月から育児休業給付金の支給期間延長手続きの際は保育所等の利用申込書の写しが
必要となります。市区町村に保育所等の利用申し込みを行う際は、必ず申込書の写し（電子申請
で申し込みを行った場合は、申込内容を印刷したもの、または、申し込みを行った画面を印刷した
もの）をとって保管しておいてください。

これまでの確認に加え、保育所等の利用申し込みが、速やかな職場復帰のために
行われたものであると認められることが必要になります。

□ 育児時短就業給付金
２歳に満たない子を養育するために所定労働時間を短縮して就業した場合に、賃金が低下するなど
一定の要件を満たしたときに支給される給付金です。

育児休業等給付について

2025年４月から
保育所等に入れなかったことを理由とする

育児休業給付金の支給対象期間延長手続きが変わります

※ 出生後休業支援給付金、育児時短就業給付金は、2025（令和７）年４月１日から創設される給付金です。

出生時育児
休業給付金

１歳
2か月

1歳
6か月８週 ２歳１歳出産

各給付金の対象範囲

育児休業給付金

出生後休業支援給付金
※原則８週まで、産後休業をする
場合は16週まで

パパ・ママ
育休プラス

育児時短就業給付金

支給対象期間の延長① 支給対象期間の延長②

16週

支給額のイメージ
育児時短就業給付金の支給額は、原則として次のとおりです。

育児時短就業中の各月に支払われた賃金額 × 10％
ただし、支給額と各月に支払われた賃金額の合計が、育児時短就業開始時の賃金額を超えないように、
支給率を調整します。

（注１）育児時短就業開始時の賃金月額は、算定した額が
470,700円を超える場合は、470,700円となりま
す。また、算定した額が86,070円を下回る場合は、
86,070円となります。

（注２）育児時短就業給付金には、459,000円の支給限
度額がありますので、各月に支払われた賃金の額に
支給額を加えた額が459,000円を超える場合は、
459,000円から各月に支払われた賃金の額を減じ
た額が支給額となります。

（注３）また、支給額が2,295円を超えない場合は、育
児時短就業給付金は支給されません。

（注４）なお、（注１）から（注３）までの金額は、
2025（令和７）年７月31日までの額です。｢毎月
勤労統計｣の平均定期給与額により毎年８月１日に
改定されます。

時短就業開始時の賃金
に対する各月の賃金の率（％）

賃
金
＋
支
給
額
％

100％

賃金

給付（賃金×10％）

x

y 支給率を調整

100％90％

出生後休業
支援給付金

※１ 出産手当金につきましては、ハローワークが取り扱う制度ではありません。

※２ 育児休業中は申出により健康保険料・厚生年金保険料が免除され、勤務先から給与が支給されない場合は雇用保険料の負担

はありません。また、育児休業等給付は非課税です。このため、休業開始時賃金日額の80％の給付率で手取り10割相当の給付

となります。ただし、休業開始時賃金日額には上限額があることにご留意ください。

※３ 就労状況・賃金支払状況により出生時育児休業給付金または育児休業給付金が不支給となった場合は、出生後休業支援給付金

の支給は行いません。

給付率
産後休業

３
（健康保険等による
出産手当金（※１）

給付率５０％
（育児休業給付金）

出産 育児休業開始 １歳

日８週間

１歳２月

母

父

給付率６７％
（育児休業給付金）

給付率５０％
（育児休業給付金）

育児休業開始

給付率６７％
（育児休業給付金）

日（ 日－ 日）

給付率
％

（出生時育児
休業給付金）

日

日

％

％

合わせて給付率80％
（手取り10割相当（※２））

出生後休業
支援給付金

支給額のイメージ ※パパ・ママ育休プラス制度を活用した場合のイメージを記載しています。

改正のポイント

子が１歳に達する日（＊）または１歳６か月に達する日が2025年４月１日以後となる方が、育児休業給付金の支給
対象期間の延長を行う場合は、必ず次の書類を、延長時の「育児休業給付金支給申請書」に添付してください。
＊ パパ・ママ育休プラス制度の活用により、育児休業終了予定日が子が１歳に達する日後である場合は、育児休業終了日。
ただし、育児休業終了予定日が子が１歳２か月に達する日である場合は、１歳２か月に達する日

（注）「子が１歳に達する日」とは「子の１歳の誕生日の前日」のことです。
●育児休業給付金支給対象期間延長事由認定申告書
●市区町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申込書の写し　
✓申込書の写しは市区町村に申し込んだものと同じものであれば、市区町村の受付印は不要です。利用申し込みの内容を途中で
変更した場合は変更後の申込書の写しを提出していただく必要があります。
✓申込書の写しは全てのページを提出してください。また、市区町村に入所申し込みを行ったときに、入所保留となることを希望
する旨の書類を提出している場合は、その書類の写しも提出してください。
✓申込書の写しの内容について市区町村に確認する場合があります。
✓提出された申込書の写しの内容が実際の申し込み内容と異なることが判明した場合は、不正受給に該当し、不正に受給した金額
の返還と、悪質な場合はそれに加えて一定の金額の納付を命ぜられることがあります。

●市区町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通知（入所保留通知書、入所不承諾通知書など）

必要な書類

〈これまで〉

〈　　　　〉2025年
４月から

︕


